
入湯税

特別徴収のしおり

渋川市　税務課
　　　　　　　　　　　 （令和６年３月作成）



　

　 入湯税は、鉱泉浴場における入湯行為に対して課税され
る税金です。鉱泉浴場とは、原則として温泉を利用する浴場
をいいます。入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理
施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備並
びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用
に充てられます。

入湯税

● 納税義務者 　入湯税の納税義務者は、鉱泉浴場における入湯客です。ただし、次に掲
げる者からは入湯税を徴収しません。（課税免除Ｐ５参照）
（１）　年齢12歳未満の者
（２）　共同浴場又は一般公衆浴場に入湯する者
（３）　学校（学校教育法第１条に規定する学校（大学を除く）をいう。）が行う
　 修学旅行の児童、生徒及び引率者
（４）　公益上その他の事由により規則で定めるもの

① 入湯税の税率表　（入湯客１人1日）

● 税　　　　率
一般宿泊 １５０円

１泊２日の場合
これを１日とします。基本宿泊料金

６千円以下の
宿　泊

１００円

日帰り休憩 ５０円

● 徴収の方法 　入湯税は、（ホテル・旅館・寮・保養所・民宿・ペンション・日帰り温泉センタ
－等に類する鉱泉浴場の経営者等、市が指定した特別徴収義務者（Ｐ２参

照）が）入湯客から直接徴収する方法で徴収していただきます。（これを特別
徴収といいます。）

● 申告と納入 　特別徴収義務者（Ｐ２参照）は、毎月１５日（１５日が休日の場合は翌開庁
日）までに、前月１ヶ月間の入湯客数、課税標準額、その他必要事項を記
載した「入湯税納入申告書」（Ｐ３⑥）を市長に提出し、その納入金を「入湯

税納入書」（Ｐ３⑦）によって納めていただきます。ただし、納期限（毎月１５日
又は翌開庁日）を過ぎると、納期限の翌日から納付の日まで延滞金が加算
されますのでご注意ください。
　（電子申告や電子納付もご利用いただけます。ご利用方法については、
eLTAX（地方税ポータルシステム）ホームページをご確認ください。なお、電
子申告には「入湯税納入申告書」の電子データの添付が必要です。（PDF
形式添付可））

※　渋川市ホームページ掲載の「申告システムエクセルファイル」で入湯税
　納入申告書を作成後、PDF形式に出力してご利用ください。
　　（渋川市トップ＞暮らし・手続き＞税金＞市税について＞入湯税）

● 納入取扱い 　納入は、渋川市役所又は各行政センタ－、若しくは下記の収納取扱金融
機関へお願いいたします。
　（電子納付もご利用いただけます。ご利用方法については、eLTAX（地方
税ポータルシステム）ホームページをご確認ください。）

    収 納 取 扱
  金 融 機 関

・群馬銀行
・北群馬信用金庫
・赤城橘農業協同組合
・北群渋川農業協同組合

・足利銀行
・東和銀行
・中央労働金庫

・ぐんまみらい信用組合
・利根郡信用金庫

番 号

1 一 般 宿 泊 150 円

2 基本宿泊料金6,000円以下の宿泊 100 円

3 日 帰 り 休 憩 50 円

1.

2.

されません。

上記（１）の一般宿泊は、１泊２日の場合これを一日としてください。

渋 川 市

入 湯 税 の 税 率 表

（平成１８年２月２０日改正）

区 分 税 率

※ 〔注意〕

年齢１２歳未満の者については、宿泊、日帰りを問わず入湯税は課税は
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　　（分割後の法人のもの、法務局発行）

入湯税
特別徴収
義務者

② 　経営申告書（入湯税）
　鉱泉浴場を経営する際、経営者から提出していただくものです。
　添付資料 １「公衆浴場営業許可証」の写し

　　（保健所長が許可したもの）

◎この「入湯税特別徴収義務者証」は、休業等の異動
　 申告の際には本書を返却していただくことになって
　 います。
　 紛失等しないよう、充分気をつけてください。

　 ホテル・旅館・寮・保養所・民宿・ペンション・日帰り温泉セ
ンタ－等に類する鉱泉浴場の経営者は、はじめに「経営申告
書 （入湯税）」を市（税務課）へ提出し、「特別徴収義務者」の
指定を受けます。
　特別徴収義務者は、入湯客から直接入湯税を徴収してい
ただき（特別徴収）、翌月市に納めていただきます。

　入湯税特別徴収義務者指定通知書

　　「経営申告書」の提出を受けて、市が審査を行い、入湯税の特別徴
収義務者として指定が決定した場合、「入湯税特別徴収義務者指定通

知書」とともに、④の「入湯税特別徴収義務者証」をお渡しいたします。

③

④ 　入湯税特別徴収義務者証

　「入湯税特別徴収義務者証」は、入湯客が入湯税を納める際、施設
が入湯税の特別徴収義務者であることを確認するためのものです。

◎「入湯税特別徴収義務者証」は、カウンタ－上部等の
　 よく見える場所へ必ず提示してください。

２「温泉利用許可証」の写し
　　（保健所長が、浴槽ごとに許可したもの全て）

　 既に特別徴収義務者の指定を受けている法人が、会社分割等で特別徴収義務者を
変更する場合、上記２「温泉利用許可証」の写しに代えて、３及び４の添付が必要です。

３「旅館業営業承継承認書」の写し
　　（保健所長が許可したもの）

４「履歴事項全部証明書」の写し

別記様式第71号(第46条関係）

様

（特別徴収義務者）

（　　　）

1　公衆浴場営業許可証の写し
２　温泉利用許可証の写し

営 業 開 始 年 月 日 　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

［備　考］

個人番号　　　　　又
は法人番号

構 造
造 葺

階建 ㎡（延べ床面積）

営 業 許 可 年 月 日 　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

　鉱泉浴場を経営するので、渋川市税条例第１４９条の規定により、下記のとおり申告
します。

記

浴

場

の

施

設

等

所 在 地  渋川市　　　　　　　　　　　　　　　　　　番地

名 称
電話番号

責 任 者 の 氏 名

業 種 　１　普通旅館　　　　２　その他（　　 　　　　　　　）

経　　営　　申　　告　　書　（入湯税）

     　　年　　　月　　　日

渋 川 市 長

住 所 （ 所 在 地 ）

氏 名 （ 名 称 及び
代 表 者 氏 名 ）

別記様式67号(第42条関係）

渋川市長　　　　　　　　　　　　　

指 定 の 理 由 　渋川市税条例第１４５条第１項の規定による。

　上記のとおり、入湯税の特別徴収義務者に指定したので通知します。

年 月 日

特別徴収義務者住所（ 所在地）

施 設 の 所 在 地

（ 経  営  場  所 ）

業 種
施 設 の
名 称

入 湯 税 特 別 徴 収 義 務 者 指 定 通 知 書

特 別 徴 収 義 務 者 指 定 番 号 第 号

特 別 徴 収 義 務 者 氏 名
（ 名 称 及 び 代 表 者 氏 名 ）

別記様式第67号の2(第42条関係）

当市の入湯税は次のとおりです。

一般宿泊

基本宿泊料金６，０００円以下の宿泊

日帰り休憩

日

渋川市長　　　　　　　　　　　　

１５０円

１００円

５０円

特 別 徴 収 義 務 者 指 定 番 号 第 号

上記の者は当市が指定した入湯税の特別徴収義務者である。

年 月

    入 湯 税 特 別 徴 収 義 務 者 証

施 設 の 所 在 地

（ 経  営  場  所 ）

特 別 徴 収 義 務 者 氏 名
（ 名 称 及 び 代 表 者 氏 名 ）

特別徴収義務者住所（ 所在地）
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・この納入書は、⑥の「入湯税納入申告書」申告内容により
 作成してください。
・３部とも同じ内容で記入してください。
・納期限は、翌月の１５日（１５日が休日の場合は翌開庁日）
 です。実際の申告･納付が期限後だったとしても、規定の
 納期限を記入してください。
・納入は、本庁納税課又は最寄りの行政センタ－、若しくは
 収納取扱金融機関（Ｐ１）へお願いいたします。

⑥ 　　入湯税納入申告書　（翌月１５日までに提出）

⑤ 入湯税徴収原簿

　この原簿へは、毎日の入湯客数等を月ごとに記載してく
ださい。内容は、一般宿泊・基本料金６千円以下の宿泊・
日帰り休憩・１２歳未満等課税免除の４項目としてください。
毎月提出をしていただく、⑥「入湯税納入申告書」の基とな
るものです。この原簿は、提出の必要はありませんが、記載
の日から１年間は保存しなければならないことが、渋川市税
条例で定められています。

⑦ 　入湯税納入書・領収証書・納入通知書
　（翌月１５日までに納入）

　この申告書は、⑤の「入湯税徴収原簿」を見ながら作成してください。
１ヶ月間の、１日ごとの入湯客数を、一般宿泊・基本料金６千円以下の
宿泊・日帰り休憩・１２歳未満等課税免除の４項目で分けて記入してく
ださい。下欄へは、それぞれの項目ごとの合計人数を記入（１２歳未満
等課税免除の合計人数は、記入の必要はありません。）し、それぞれの
税率で計算し、税額を記入してください。課税標準の合計人数と税額
の合計も記入してください。
　この申告書は、翌月の１５日（１５日が休日の場合は翌開庁日）まで
に、本庁税務課又は最寄りの行政センタ－へ提出してください。

別記様式第73号（第47条関係）

年

31
30
29
28
27
26
25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8
7
6
5
4

2
1

入　　湯　　税　　徴　　収　　原　　簿
月分

日

一　　般　　宿　　泊 基本宿泊料金６千円以下の宿泊 日　帰　り　休　憩 １２歳未満等

（１５０円） （１００円） （５０円）
課税免除人　数 入湯料金 入湯税額 人　数 入湯料金 入湯税額 人　数 入湯料金 入湯税額

3

別記様式第68号（第43条関係）

（ 年 月 分 ）

渋 川 市 長　様

（特別徴収義務者）

　渋川市税条例第１４５条第3項の規定により、入湯税の納入について次のとおり申告します。

　区分 基本宿泊料金 　区分 　 １２歳未満

一般宿泊 ６千円以下の 日帰り休憩 日帰り休憩 等

日 宿泊 日 　 課税免除

1 16

2 17

3 18

4 19

5 20

6 21

7 22

8 23

9 24

10 25

11 26

12 27

13 28

14 29

15 30

小計 31

小計

   入 湯 客 数

注１．申告書の提出期限及び税額の納付期限は、翌月の１５日までです。

   2. 期限内に申告書の提出がないときには、不申告加算金が加算されることがありますので注意

してください。

入 湯 税 納 入 申 告 書  
　　　　年　　　月　　　日

入 　 湯 　 税 　 納 　 入  　明 　 細（単位：人）

氏名（名称及び
代表者氏名）

住所（所在地）

１２歳未満 基本宿泊料金

等 一般宿泊 ６千円以下の

課税免除 宿泊

 

合　　　　　        計

区　　　　　　　分 税　　率 税　　　　　額

日帰り休憩 人 　　５０円 円

備　　　　　　考

一般宿泊 人 　１５０円 円

課税標準計 人 円

基本宿泊料金6千円以下の宿泊 人 　１００円 円

別記様式第69号（第43条関係）
渋川市 渋 川 市 渋 川 市

入湯税領収証書 入 湯 税 納 入 書 入 湯 税 納 入 済 通 知 書

年 月分 年 月分 年 月分

（特別徴収義務者） （特別徴収義務者） （特別徴収義務者）

様

税 額 税 額 税 額

延 滞 金 延 滞 金 延 滞 金

過 少 申 告 加 算 金 過 少 申 告 加 算 金 過 少 申 告 加 算 金

不 申 告 加 算 金 不 申 告 加 算 金 不 申 告 加 算 金

重 加 算 金 重 加 算 金 重 加 算 金

合 計 合 計 合 計

納期限 年 月 日 納期限 年 月 日 納期限 年 月 日

上記のとおり領収しました。 上記のとおり納入します。 上記のとおり通知します。

渋川市会計管理者 渋川市会計管理者 渋川市会計管理者

領 領 領

収 収 収

日 日 日取りまとめ金融機関 取りまとめ金融機関 取りまとめ金融機関

群馬銀行渋川支店 付 群馬銀行渋川支店 付 群馬銀行渋川支店 付

印 印 印

（ 納 税 者 保 管 ） （ 金 融 機 関 保 管 ） （ 市 保 管 ）

渋 川 市 渋 川 市 渋 川 市
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④ 　入湯税特別徴収義務者証（本書を返却）

　様式の③.④.⑩は、渋川市から各特別徴収義務者さんへ交付・発行さ
せていただくものです。

⑩ 　入湯税特別徴収義務者指定解除通知書

　当初、②「経営申告書（入湯税）」を提出いただいた際に渋川市から
交付したものですが、休業や廃業の場合及び記載内容が変更になる
場合には返却をしていただきます。⑧「異動申告書（入湯税）」を提出

される場合には必ず本書を返却してください。紛失等の場合は⑨「入
湯税特別徴収義務者証紛失報告書」を提出してください。

⑨ 　　入湯税特別徴収義務者証紛失報告書

　様式の①.②.⑤.⑥.⑦.⑧.⑨は、税務課に用意がありますので、必要な
場合はご連絡ください。（連絡先はＰ６）

　④「入湯税特別徴収義務者証」を紛失等により返却できな
い場合には、この書類を提出していただきます。「提出年月
日」は必ず⑧「異動申告書（入湯税）」の申告日と同日としてく
ださい。

　入湯税の特別徴収義務者の指定が解除されますと、渋川市からこ
の通知書を郵送させていただきます。休業又は廃業に伴い、住所等
が変更となる場合には、必ず郵送先を申し出てください。

特別徴収義務者の各種変更手続き

⑧ 　異動申告書（入湯税）

※　変更の内容により、②「経営申告書（入湯税）」を提出していただく場合もありま
　　 すので、渋川市役所税務課（連絡先Ｐ６）へご連絡ください。

　当初提出をした、②「経営申告書（入湯税）」の内容に変更が生じ

た場合には、すみやかに変更届⑧「異動申告書（入湯税）」を提出し
てください。
　休業・廃業の場合も同申告書を提出してください。
　なお、異動の内容によっては、④「入湯税特別徴収義務者証」を返
却してください。

入湯税特別徴収義務者証

入湯税特別徴収義務者通知書

令和　　年　　月　　日

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

記

　・  特別徴収義務者氏名

　・  特別徴収義務者住所

　・  施設所在地（経営場所）

　・  施　設　名

　・  電　話　番　号

入湯税特別徴収義務者証紛失報告書

を紛失してしまいましたことを報告します。

渋　川　市　長　様　

別記様式第67号の2(第42条関係）

当市の入湯税は次のとおりです。

一般宿泊

基本宿泊料金６，０００円以下の宿泊

日帰り休憩

日

渋川市長　　　　　　　　　　　　

１５０円

１００円

５０円

特 別 徴 収 義 務 者 指 定 番 号 第 号

上記の者は当市が指定した入湯税の特別徴収義務者である。

年 月

    入 湯 税 特 別 徴 収 義 務 者 証

施 設 の 所 在 地

（ 経  営  場  所 ）

特 別 徴 収 義 務 者 氏 名
（ 名 称 及 び 代 表 者 氏 名 ）

特別徴収義務者住所（ 所在地）

別記様式第72号（第46条関係）

様

（特別徴収義務者）

（　　　）

異動の内容によっては、入湯税特別徴収義務者証を返却

電話番号

浴

場

の

施

設

等

所 在 地

名 称

構 造

異　　動　　申　　告　　書　（入湯税）

    　　　年　　　月　　　日

渋 川 市 長

住 所 （ 所 在 地 ）

記

　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

㎡（延べ床面積）

氏名（名称及び
代表者氏名）

　経営申告事項に異動があったので、渋川市税条例第１４９条の規定により、下記
のとおり申告します。

 渋川市　　　　　　　　　　　　　　　　　　番地

［備　考］

異 動 年 月 日

異動があった事項

１．特別徴収義務者について（住所・代表者）
２．浴場の施設等について（名称・業種）
３．休業（期間：　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日）
　　　　　（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
４．廃業（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

責 任 者 の 氏 名

業 種 　１　普通旅館　　　　２　その他（　　 　　　　　　　）

階建

葺造
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入湯税課税免除について

●　課税免除団体を受け入れた特別徴収義務者さんは・・・
　⑥「入湯税納入申告書」提出の際に、右欄の「１２歳未満等課税免
　除」へ該当人数を必ず記入し、提出してください。

　　入湯税の課税免除については、市の税条例や規則等でその範囲が
　定められています。
 (１)  年齢１２歳未満の者
 (２)  学校教育法に規定する学校が行う、修学旅行の児童、生徒及び引率者
 (３)  国民スポーツ大会実施期間中の選手、役員
 (４)  全国高校総体実施期間中の選手、役員
 (５)  全国中学校体育大会実施期間中の選手、役員
 (６)  特に市長が必要と認めるもの
　　　（例：関東大会以上の規模のスポ－ツの大会期間中又は強化合宿期間中の選手･
　　　　　　役員･監督･引率者）

●　もしも、宿泊先へ課税免除の申し出や相談等があった場合には、
　相談者から　渋川市役所 税務課 庶務･諸税係（22-2113 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）へ
　すみやかに連絡するようお伝えください。

●　（６）について、手続きが終了して、課税免除が決定した場合には、
　市役所（税務課）から宿泊先へも電話にてご連絡させていただきます。
　　「○○○の宿泊について、入湯税の課税を免除とします。対象は、
　選手･監督･引率･役員等です。保護者等は対象外です。」
　 等です。
　（（１）～（５）については、適宜聞き取り等により免除してください。）

　課税免除のためには、（１）～（５）については書類提出等の必要はありませんが、
（６）については事前に市へ書類を提出していただき、審査を受けて、課税免除が決
定されていなければなりません。事後の手続きはできませんのでご注意ください。
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参　考

●　大会主催者が市（税務課）へ申請書を提出 （旅行会社等の代行も可）

 

●　大会主催者等（含申請代行者）及び宿泊先への連絡

○

渋川市 入湯税課税免除の手続きの流れ（スポ－ツの大会等の場合）

□ 「入湯税免除申請書」
大会委員長名で、市長宛のもの、大会名・大会実施期間・宿泊期間・利用
旅館名（利用人員・配宿表等）を記入してください。　　必要書類

　□ 「大会要綱」
大会要綱は、趣旨目的・主催者・主管・後援協賛・期日・会場等の確認に
必要ですので、必ず提出してください。

●　書類審査

　○
審査には時間がかかりますので、宿泊日の５日前（土・日・祝祭日を除く）
までに書類を提出してください。

お問い合わせ
渋川市役所　税務課　庶務・諸税係
☎ 0279-22-2113（ダイヤルイン）

免除の決定等については、書類提出者へ、電話にて連絡をさせていただきます。
「申請の件は、課税免除とします。宿へもこちらから連絡します。」等

　○ 同時に、宿泊先へも市から電話にて連絡をさせていただきます。
「○○の件について、入湯税の課税を免除とします。対象は、選手・監督・引率・役員で
す。保護者等は対象外です。」等

入湯税は

特別徴収義務者さんが

温泉施設の利用者さんから

直接おあずかりいただき

市に納めていただくものです。

申告と納入（翌月）については

必ず期限を守っていただきますよう

お願いいたします。
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